
厚木市障害者地域活動支援センター事業実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、障害者及び障害児（以下「障害者等」という。）に、創作的活動又

は生産活動の機会の提供及び社会との交流の促進その他の便宜を供与することを目的と

して行う厚木市地域生活支援事業実施要綱（平成18年10月１日施行。以下「実施要綱」

という。）第３条第３号に掲げる地域活動支援センター事業（以下「事業」という。）

の実施について、地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準を定める条例（平

成25年神奈川県条例第６号。以下「県条例」という。）及び実施要綱に定めるもののほ

か、必要な事項を定めるものとする。 

（実施主体） 

第２条 事業の実施主体は、市とする。 

２ 市長は、この要綱に定める人員、設備及び運営に関する基準を満たし、かつ、事業に

ついて適切な運営が確保できる団体等（社会福祉法人、公益社団法人、公益財団法人又

は特定非営利活動法人等をいう。）を厚木市地域生活支援事業者（以下「事業者」とい

う。）として登録し、事業を行わせることができるものとする。 

（登録の届出等） 

第３条 事業を実施しようとする者は、厚木市地域生活支援事業者登録届出書に次に掲

げる書類を添えて、市長に登録の届出をしなければならない。 

(1) 前条第２項に規定する団体等の定款、寄付行為等及びその登記簿謄本等 

(2) 従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表 

(3) 事業所管理者及びサービス管理責任者の経歴書 

(4) 別表第２に掲げる職員の資格を証明する書類の写し 

(5) 事業所（施設）の平面図 

(6) 運営規程 

(7) 苦情を処理するために講ずる措置の概要その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の規定による届出を行う者は、事業を開始する月の前月の15日までに書類を市

長に提出するものとする。 

（変更等の届出） 

第４条 事業者は、前条の規定により提出した届出書及び添付書類の記載事項について

変更等があるときは、厚木市地域生活支援事業者登録変更届出書に変更内容を証明す

る書類を添えて、市長に届け出なければならない。 

（事業者の責務） 

第５条 事業者は、利用者又は障害児の保護者（以下「利用者等」という。）の意思及び

人格を尊重して、常に当該利用者等の立場に立ったサービスの提供に努めなければなら



ない。  

２ 事業者は、地域及び家庭との結び付きを重視した運営を行い、市町村（特別区を含む。

以下同じ。）、障害福祉サービス事業を行う者その他の保健医療サービス及び福祉サー

ビスを提供する者等との連携に努めなければならない。  

３ 事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、責任者を設置する等必要な体

制の整備を行うとともに、その職員に対し、研修を実施する等の措置を講ずるよう努め

なければならない。 

（事業の内容） 

第６条 事業者は、創作的活動又は生産活動を行うほか、地域生活の拠点として別表第１

に定める事業（以下「県補助事業」という。）を実施するものとする。 

２  事業の実施日数は、年末年始（12月29日から１月３日まで）を除き、おおむね週５日

以上行うものとする。 

（事業の運営基準） 

第７条 事業の運営基準となる１日当たりの利用者数（県補助事業に係る利用者を含

む。）及び職員配置については、別表第２に定めるものとする。ただし、利用者数につ

いては災害その他やむを得ない事情がある場合は、この限りでない。 

（利用対象者） 

第８条 利用者は、障害者等のうち、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

(1) 市内に住所を有する障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成17年法律第123号）第19条第２項に規定する本市援護者で、当該地域活動支援

センターの利用が適当であると市長が認めた者 

(2)  前号に掲げる者以外の者で、その者の援護の実施機関となる市町村の長と協議を

した上で、当該地域活動支援センターの利用が適当であると市長が認めた者 

２ 前項に定めるもののほか、別表第３に定める事業のうち、創作的活動型事業又は生産

活動型事業の利用者については、就労及び施設等に通所しての日中のサービスを利用す

ることが困難で、当該地域活動支援センターの利用が適当であると市長が認めた者 

（利用者負担等） 

第９条 事業者は、本事業の実施に当たり、食費等の実費を除き、利用者からの負担を求

めてはならない。 

（補助金及び助成金） 

第10条 事業に係る市の補助については、厚木市障害者地域活動支援センター事業補助金

交付要綱（平成19年４月１日施行）に定めるところによる。 

２ 市は、利用者に対し、厚木市障害者地域活動支援センター事業利用助成金支給要綱

（平成19年４月１日施行）に基づき、利用に係る費用を助成するものとする。 

（記録の整備）  



第11条 事業者は、職員、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備しておかなければな

らない。  

２ 事業者は、利用者に対するサービスの提供に係る次に掲げる記録を整備し、当該サー

ビスを提供した日から５年間保存しなければならない。  

(1) サービスの提供に係る記録  

(2) 県条例第16条第２項に規定する苦情の内容等の記録  

(3) 県条例第17条第２項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置についての

記録  

（秘密保持等）  

第12条 事業者の職員は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者及びその家族の

秘密を漏らしてはならない。  

２ 事業者は、当該事業者の職員であった者が正当な理由がなく、その業務上知り得た利

用者及びその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。 

（調査の方法） 

第13条 市長は、事業の実施に関して必要があると認める場合は、事業者に対して、報告

又は関係書類の提出若しくは提示を求めるものとし、必要と認められるときは、実地検

査を行うものとする。 

２ 市長は、実地検査を実施する場合は、目的、期日、場所、準備すべき資料等を事前に

通知するものとする。ただし、緊急を要するときは、口頭によることができる。 

３ 実地検査は、事業所（施設）において、関係書類の閲覧及び設備等の確認を行い、関

係職員との面談により実施し、市長は、文書により速やかに事業者に検査結果を通知す

るもとする。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成19年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成20年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成23年３月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成25年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成26年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成27年４月１日から施行する。 



附 則 

 この要綱は、令和２年１月１日から施行し、平成31年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 

別表第１（第６条関係） 

事業名 内容 

地域拠点事業 (1) 地域ネットワーク事業 地域社会の支援及び協力に

より本事業を展開するため、おおむね次に掲げる構成

員からなる地域ネットワーク会議を設置し、及び開催

すること。 

ア 事業の実施に当たる責任者 

イ 市の福祉関係職員 

ウ 地域自治会等の代表者 

エ 地域福祉関係の学識経験者 

オ 近隣商店会等の代表者 

カ 地域ボランティア団体の代表者 

キ 学校関係者 

ク その他地域活動支援センターの代表者が必要と認

めた者 

(2) 地域交流事業 地域社会の障害者理解の促進を図る

ため、次のうち２以上の地域交流の取組を行う。 

 ア 町内会、自治会、公民館、商店街等で行われる祭

り、体育大会等の地域の行事への参加 

 イ 行事等への参加、講師としての協力及び生徒ボラ

ンティアの受入れによる地域の学校等との交流 

ウ 地域活動支援センターが主催する利用者等の作品

展の開催、地域への定期的な広報紙の配布、得意

分野及び体験談等の発表その他イベントへの地域

住民の招待 

 エ ボランティアの受入れ 

 オ その他目的に資すると市長が認めた地域交流の取

組 

(3) 地域拠点事業 障害の有無にかかわらず、原則とし



て誰でも来所できる地域活動支援センターとし、年間

220日以上開所するとともに、次に掲げる取組を行

う。この場合において、県条例第３条に定める職員以

外に指導員１人以上（兼務可）を配置する。 

 ア 地域住民（障害者等本人及びその家族を含む。）

から障害者等に係る相談があった場合における、

必要に応じた家庭訪問、市町村等の相談窓口等と

の調整、同行等の便宜、病院、各種手続等への同

行支援等 

 イ 障害者等以外の者で地域活動支援センターの利用

が適当であると市長が認めたものの受入れ 

 ウ スポーツ・レクリエーション活動 

 エ 利用者及び地域の実情に応じて地域活動支援セン

ターが実施する取組で市長が認めたもの 

フレキシブル事業 (1) 専門職員配置事業 看護職員（看護師、保健師及び

准看護師をいう。）、理学療法士、作業療法士、言語

聴覚士、精神保健福祉士及び社会福祉士を週４時間以

上配置する（地域活動支援センター機能強化事業等そ

の他の委託又は補助事業の対象となっている者を除

く。）。 

(2) 制度のはざま対応事業 発達障害者及び高次脳機能

障害者を利用者として利用定員の範囲内で受け入れ

る。 

(3) 重度障害者対応事業 重度障害者及び重度重複障害

者を利用者として利用定員の範囲内で受け入れる。 

(4) インターンシップ等事業 長期入院中（４箇月以

上）の者及び施設入所中の者（退院・退所後３箇月以

内の者を含む。）の地域生活の移行に向けた体験入所

若しくは学校の卒業見込者の進路検討に資するための

体験入所又は障害者等で離職した者（雇用契約に基づ

く職を離職してから３箇月以内の者）の受入れを利用

定員の範囲内で行う。 

(5) 自立訓練事業 利用者のうち、新たにグループホー

ム、アパート等での自立生活を目指す者の希望に基づ



き、指導員の指導の下、利用定員の範囲内で少人数に

よる宿泊訓練を行う。 

(6) 一時利用事業 緊急に一時的な見守り等の支援が必

要となった障害者等の受入れを利用定員の範囲内で行

う。この場合において、この表の地域拠点事業の項

(3)を実施している地域活動支援センターが１人以上

の一時利用者の定員枠を設けることにより実施するこ

とができるものとする。 

(7) 時間延長事業 利用者のニーズに応じ、週２日以上

において開所時間の延長（１日当たり10時間以上の開

所）を実施する。 

(8) 休日開所事業 事業所（施設）の運営規程に定める

休日において、週２日を上限に開所する。 

(9) ピアサポート事業 障害当事者２人以上による相談

体制を整備し、利用者等からの相談を受け付ける。こ

の場合において、事前に実施に係る周知活動を行い、

従事者についても事前に指定する。 

運営基盤安定事業 指導員が利用者に対するサービスに専念ができるよう

に、会計事務等の処理について税理士等への委託又は事

務職員の雇用を行う。 

 

別表第２（第７条関係） 

類型 利用者数 職員配置 

Ｉ型（地域拠点型事業 

を行う。） 

１日当たりの利用

者数がおおむね20

人以上 

５人以上（所長１人、指導員２人以上、県

補助事業を実施する職員１人及び精神保健

福祉士、社会福祉士、保健師等の専門職１

人以上を配置し、うち３人以上は、常勤と

する。） 

Ⅱ型（創作的活動事業

及び生産活動型事業を 

行う。） 

１日当たりの利用

者数がおおむね15

人以上 

４人以上（所長１人、指導員２人以上及び

県補助事業を実施する職員１人を配置し、

うち２人以上は、常勤とする。 

Ⅲ型（創作的活動事業

及び生産活動型事業を 

行う。） 

１日当たりの利用

者数がおおむね15

人未満 

３人以上（所長１人、指導員２人以上及び

県補助事業を実施する職員１人を配置し、

うち１人以上は、常勤とする。 



別表第３（第８条関係） 

地域拠点型事業 市が委託する相談支援事業を実施するとともに、障害者に対す

る情報提供及び障害者相互の交流を図る事業、発達障害、高次

脳機能障害等の対応、医療関係者、保健関係者及び地域との連

携強化のための調整、地域住民ボランティアの育成並びに障害

に対する理解促進等の啓発事業を実施する事業をいう。 

創作的活動型事業 地域において就労が困難な在宅障害者等に対し、機能訓練、社

会適応訓練、入浴等のサービスを実施する事業をいう。 

生産活動型事業 地域において就労が困難な在宅障害者等に対し、作業活動等を

通じて地域社会の一員として生活することを促進する事業をい

う。 

 


